
















































































































































































（７）　Götz, a.a.O., S. 225.　ただし、バイエルン州では、純粋に地域的な内容を有
する秩序行政の事務については自治体固有の事務（自治事務）として取り扱われ












































Abs. 1, 27 Abs. 1 nwOBG）。秩序法をもたずに警察法のなかで統一的
に「警察官庁」の権限として規律している州についても、この点に関し




































































































































































































（１８）　Vgl. F. Schoch, Polizei- und Ordnungsrecht, in F. Schoch(Hrsg.), Beson-





































める同法の規定を違憲であると判断した（BVerfGE 22, 180(219 f.)）。
（２１）　VGH Baden-Würtemberg, Urt. v. 28. 7. 2009. Vgl. Bespr. Hecker, NVwZ 
2010, S. 359.

























































































道路交通の監視は郡警察官庁の任務として規定されているが（§ 11 Abs. 1 Nr. 3 
nwPOG）、同州の秩序法では、警察の権限を侵さないかぎりにおいて秩序官庁
（秩序局）が違法駐車、信号無視、速度制限違反など道路交通法違反の取締まり


































（２７）　Kingreen/Poscher, Polizei- und Ordnungsrecht, 11. Aufl., 2020, S. 30 f.
























































































































する命令を合憲であると判断した（NJW 2018, S. 325）。























































































































































































（４１）　Vgl. Peters/Rind, Algemeines Ordnungsrecht－ Grundlagen und aktuele 
Rechtsfragen, LKV 6(2017), S. 257.
論　　　説
（甲南法学’ ２１）６１─１・２・３・４─９４（ ）９４
 る 。同様に危険の存在を処分や命令の要件とする授権規定の有り様につ
（４１）
いても、危険概念の内容の不確定性が問題とされることがあっても、そ
れ自体が正面から批判されることはない。しかし、地域社会に生起する
様々な事態に自治体が自主的に対応する必要があるとき、伝統的な危険
防除の法理の存在がそれを抑制する方向で機能することも事実としてあ
り得るという点に留意しておかねばならない。それは、主として、危険
法理等の伝統的な危険防除法の法理にみられる自由主義的性格と、危険
防除の任務の遂行は州の権限に帰属するという国家警察権の理論との関
係で生じてくることになる。自治体は、地域社会に生起する課題にたい
して権力的な手法で対処する必要があると判断したにもかかわらず個別
法令に当該権限の根拠を見つけることができない場合にはいつでも警察
（秩序）法上の概括的授権規定にその法的根拠を求めることができると
いうわけではない。州の大臣を頂点とする上級行政機関の監督を受ける
ことを前提としつつ、かつ、個別の状況から判断して危害の発生に至る
十分な蓋然性があると確認することができたときにはじめて当該規定を
根拠とする措置をとることが認められるのである。
＊私が本学に在職していたときに色々とお世話になった前嶋京子先生に
本稿を謹呈させていただきます。
